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くの人たちが予想した以上に、危機をうまく克服し、体制の移行に成功したと言ってよい インドネシアの「ユーゴスラヴィア化」は杞憂に終わり、それどころか、史上はじめて パプアの小規模な分離独立運動を別として、インドネシアのどこ も分離独立運動、反乱の い平和の時代が到来した。インドネシアの「フィリピン化」も杞憂に終わった。たしかに経済成長率はスハルト時代の七～八％から五～六％に低下し、社会危機は徐々に深刻化している。しかし、地方分権的民主主義体制はそれなりに定着し、直接選挙で選ばれた大統領 州知事 県知事、市長の下、中央でも地方でも 多く 問題はあるけれども 新しい政治的意思形成のメカニズムができつつある。国軍のクーデタも杞憂に終わった。国軍が「兵営に戻っ 」とは言わない
しかし、国軍はその政治的役割を再定義し、軍人、官僚、テクノクラットとならんで、議会と政党と政党政治家、そしてかれらに資金を提供する実業家、さらには地下経済の実力者が大きな力をもつようになった。
　ではこの一〇年のインドネシアの政治経済的変容をどう評価
すればよいのか。それ はいろいろなやり方がある。そ 一つのやり方は、中央政府と地方政府の間の権限分配、資源分配の問題、エスニシティの問題（エスニック・グループ間における権限分配、資源分配 問題） 、宗教の問題（特にイスラムの政治的地位をめぐる敬虔なイス ム教徒と、統計上のイスラム教徒、カトリック教徒、プロテスタント 仏教徒、ヒンドゥー教徒などとの対立 問題） 、階級格差・階級対立の問題（特 、毎年二五〇万に達するという新規労働市場参入者にいかに雇用を創出し、いかにセーフティ・ネットを提供するかの問題）こういった問題が現在の地方分権的民主主義体制の下でど ように処理されているか、それをスハルトの中央集権的権威主義体制の時代との比較で検討することである。スハルト体制崩壊から一〇年、われわれとしても ろそろ、そういう評価の時期にあるよ 思う。本号のインドネシア特集がそ 一つのきっかけになることを大 に期待したい。 
　　（しらいし 　たかし／アジア経済研究所所長）
巻頭エッセイ
白石 　隆
インドネシアの変容をどう評価するか
